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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回　　　　　　　　次
第56期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第57期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第56期

会　　計　　期　　間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成20年４月１日
至平成21年３月31日

売上高 （百万円） 7,885 4,279 34,914

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △116 △764 766

四半期（当期）純損失（△） （百万円） △264 △519 △561

純資産額 （百万円） 30,249 28,938 29,212

総資産額 （百万円） 42,801 36,340 38,719

１株当たり純資産額 （円） 1,267.17 1,212.27 1,224.12

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）
　（円） △11.16 △21.89 △23.67

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額

　

（円）
－ － －

自己資本比率 （％） 70.3 79.2 75.0

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 821 △442 1,937

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △295 281 △630

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △376 △315 △483

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高

　

（百万円）
6,962 7,110 7,533

従業員数 （人） 1,380 1,345 1,338

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。　

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失金額であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 1,345 [196]

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

　 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 665 [44]

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【受注及び販売の状況】

　当第１四半期連結会計期間における受注実績及び販売実績は、次のとおりであります。

(1）受注実績

事業の種類別セグメントの名称
受注高
（百万円）

 
受注残高
（百万円）

 

前年同四半期
増減率（％）　

前年同四半期　
増減率（％）　

環境試験事業 3,555 △51.6 3,072 △43.6

電子デバイス装置事業 729 △84.3 2,882 △61.2

その他事業 141 △36.5 53 △47.7

計 4,426 △63.7 6,008 △53.7

消去 △66 － △159 －

合計 4,360 △64.2 5,848 △54.5

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）販売実績

事業の種類別セグメントの名称 金　額（百万円）
 

前年同四半期増減率（％）

環境試験事業 3,478 △41.1

電子デバイス装置事業 537 △70.2

その他事業 278 48.6

計 4,294 △45.6

消去 △15 －

合計 4,279 △45.7

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　経営成績の分析

　当第１四半期連結会計期間のわが国経済は、一部に景気の底打ちが見られるものの設備・雇用の過剰感は払拭され

ず、各企業の設備投資計画が大幅に減少するなど、引き続き厳しい経営環境となりました。こうしたなか、当社は経営

合理化施策を推進するとともに売上確保に尽力してまいりましたが、当社の主要顧客である自動車・エレクトロニク

スメーカーならびにLCD・半導体メーカーの設備投資の抑制などにより、売上高につきましては、前年同四半期比で

減少し、利益面につきましては、遺憾ながら営業損失および四半期純損失となりました。

　
前第１四半期連結会計期間
（第56期）（百万円）

当第１四半期連結会計期間
（第57期）（百万円） 増減率（％）

受注高 12,176 4,360 △64.2

売上高 7,885 4,279 △45.7

営業損失（△） △324 △809 －

経常損失（△） △116 △764 －

四半期純損失（△） △264 △519 －

＜環境試験事業＞

　主力製品の省エネモデルを新たに市場投入し買い替え需要の喚起に努めるとともに、新エネルギーなどの好調市場

を含めカスタム対応を強化して売上の確保に取組んでまいりました。しかしながら、国内外ともに自動車やエレクト

ロニクスメーカーを中心とした企業の設備投資の抑制や経費削減により、環境試験器の販売および受託試験・レンタ

ルの需要が激減し、売上高につきましては、前年同四半期比で大きく減少いたしました。利益面につきましては、売上

低下の影響により営業損失となりました。

　
前第１四半期連結会計期間
（第56期）（百万円）

当第１四半期連結会計期間
（第57期）（百万円） 増減率（％）

受注高 7,345 3,555 △51.6

売上高 5,905 3,478 △41.1

営業損失（△） △207 △621 －

＜電子デバイス装置事業＞

　FPD装置事業につきましては、LCD市場は回復しつつありますが、依然としてLCDメーカーの設備投資は低調に推移

しており、売上高につきましては前年同四半期比で減収となりました。利益面につきましては、本事業の経営資源を環

境試験事業のカスタム対応部門へシフトするなど固定費削減に取組みましたものの、売上低下の影響により営業損失

となりました。

　半導体装置事業につきましては、半導体メーカーの設備投資抑制の影響をうけ、前年同四半期に比べて大幅な減収と

なり、営業損失となりました。

　こうした結果、電子デバイス装置事業全体では、売上高につきましては前年同四半期比で大幅に減少し、利益面につ

きましては営業損失となりました。

　
前第１四半期連結会計期間
（第56期）（百万円）

当第１四半期連結会計期間
（第57期）（百万円） 増減率（％）

受注高 4,635 729 △84.3

売上高 1,804 537 △70.2

営業損失（△） △125 △208 －

＜その他事業＞

　その他事業では、子会社のエスペックミック株式会社が森づくりや水辺づくり、都市緑化などの環境エンジニアリン

グを推進しております。当事業につきましては、植物生産システムの売上が増加したことなどにより前年同四半期比

で増収増益となりました。

　
前第１四半期連結会計期間
（第56期）（百万円）

当第１四半期連結会計期間
（第57期）（百万円） 増減率（％）

受注高 222 141 △36.5
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前第１四半期連結会計期間
（第56期）（百万円）

当第１四半期連結会計期間
（第57期）（百万円） 増減率（％）

売上高 187 278 48.6

営業利益 10 19 93.0

　

　　所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　　①日本　

　　　日本につきましては、自動車関連メーカーならびにLCD・半導体メーカーにおける設備投資の中止・抑制の影響によ

り、環境試験事業およびFPD装置事業、半導体装置事業の業績が低下し、売上高につきましては3,266百万円（前年同四

半期比53.1％減）となり、利益面につきましては、852百万円の営業損失（前年同四半期は営業損失364百万円）となり

ました。

　　②アジア　

　　　アジアにつきましては、売上高において、中国・韓国の関係会社の業績低迷により371百万円（前年同四半期比43.4％

減）となりました。利益面につきましては、34百万円の営業損失（前年同四半期は営業利益19百万円）となりました。

　　③米国　

　　　米国につきましては、環境試験器の製造・販売会社であるESPEC NORTH AMERICA, INC.がソーラー関連の売上貢献に

より前年同四半期比で増収増益となり、売上高は799百万円（前年同四半期比17.4％増）、営業利益は82百万円（前年

同四半期比111.0％増）となりました。

　

※　当社グループにおいては、お客さまの予算執行の関係により、契約上の納期が第２および第４四半期連結会計期間に

集中する傾向が強いため、四半期別の売上高をベースとする当社グループの業績には著しい季節的変動がありま

す。

　

　(2) 財政状態の状況及びキャッシュ・フローの状況

 　当第１四半期連結会計期間末における総資産は36,340百万円で、前連結会計年度末と比べ2,379百万円の減少となり

ました。その主な要因は、受取手形及び売掛金の減少2,181百万円などによるものであります。また、負債は7,401百万円

で前連結会計年度末と比べ2,105百万円の減少となりました。その主な要因は、支払手形及び買掛金の減少1,440百万

円、その他流動負債の減少521百万円などによるものであります。純資産は28,938百万円で前連結会計年度末と比べ274

百万円の減少となり、その主な要因は利益剰余金の減少638百万円、その他有価証券評価差額金の増加184百万円、為替

換算調整勘定の増加180百万円などによるものであります。

　当第１四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動によるキャッシュ・フ

ローは、442百万円の資金の減少（前年同四半期は821百万円の資金の増加）となりました。その主な要因は、税金等調

整前四半期純損失の計上764百万円、減価償却費の計上220百万円、売上債権の減少2,263百万円、仕入債務の減少1,492

百万円、その他営業活動によるキャッシュ・フローによる資金の減少673百万円などによるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、281百万円の資金の増加（前年同四半期は295百万円の資金の減少）となり

ました。その主な要因は、定期預金の払戻による収入155百万円、信託受益権の取得による支出247百万円、信託受益権

の償還による収入494百万円、有形及び無形固定資産の取得による支出119百万円などによるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、315百万円の資金の減少（前年同四半期は376百万円の資金の減少）となり

ました。その主な要因は、短期借入れによる収入300百万円、短期借入金の返済による支出473百万円、配当金の支払額

119百万円などによるものであります。

　これらの結果により現金及び現金同等物の当第１四半期連結会計期間末残高は7,110百万円となり、前連結会計年度

末と比べ422百万円の減少となりました。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題、重要な変更はございませ

んが、各戦略・施策の進捗内容については、次のとおりであります。

　

　　当社グループは、「変革による『経営基盤の再構築』と『次なる飛躍への備え』」という基本方針のもと、「事業

構造改革」「収益構造改革」による収益確保に取組むとともに、中期的成長に向けた仕込みについても同時に取組

んでまいります。
　
　■経営基盤の再構築

　　「事業構造改革」と「収益構造改革」の推進により、経営基盤を再構築し、外的要因に柔軟に対応できる企業体質

へと転換を図ってまいります。

　当第１四半期連結会計期間は、「事業構造改革」において、事業部制組織から機能別組織へと機構改革を実施し、

試験・評価装置事業への経営資源の戦略的シフトを推進することで、市場の変化へ対応してまいりました。また、経

営の意思決定および業務執行の迅速化を目的として執行役員制度を廃止するとともに、本社機能の強化と人員の適

正配置により経営システムの効率化・スリム化に取組んでまいりました。

　「収益構造改革」においては、前期統合した生産・物流拠点において、さらなる生産性向上に向けて体制を再編成

するとともに、内製化の拡大を進めてまいりました。また、人件費の抑制や予算管理体制の強化による徹底した経費

削減に取組んでまいりました。
　
　■次なる飛躍への備え

　　景気回復時における次なる飛躍に備え、環境・エネルギー市場におけるカスタム対応力の強化や新製品・新規事業

開発などの成長・発展のための仕込みを行い、さらなる競争優位性の強化に取組んでまいります。

　当第１四半期連結会計期間は、カスタム対応要員の増員などにより体制を充実させ、ターゲット市場での販売活動

を強化してまいりました。また、新製品の開発力向上を目的に、製品開発部門を集約するとともに、技術開発部門と

の連携強化を図りました。加えて、新たな事業開発・市場開拓として、専門組織を設置し、今後成長が期待される分

野の市場調査・戦略検討を進めてまいりました。

　

　　　なお、当社は「財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第3号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　当社は、平成20年5月15日開催の取締役会において、以下の内容を決議しております。

　当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、安定的かつ持続的な企業価値の向上が当社の経営にとって最優先課題と考え、その実現に日々努めておりま

す。したがいまして、当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念、企業価値のさまざ

まな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主のみなさまの

共同の利益を中長期的に確保・向上させる者でなければならないと考えております。

　上場会社である当社の株式は、株主および投資家のみなさまによる自由な取引に委ねられているため、当社の財務お

よび事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主のみなさまのご意思に基づき決定されることを基本

としており、会社の支配権の移転を伴う大量買付けに応じるか否かの判断も、最終的には株主のみなさま全体の意思

に基づき行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株券等の大量買付けであっても、当社の企業価値ひ

いては株主のみなさまの共同の利益に資するものであればこれを否定するものではありません。

　しかしながら、事前に取締役会の賛同を得ずに行われる株券等の大量買付けの中には、その目的等から見て企業価値

ひいては株主のみなさまの共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主のみなさまに株式の売却を事実上強

制するおそれがあるもの、対象会社の取締役会が代替案を提案するための必要十分な時間や情報を提供しないもの、

対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするものなど、

対象会社の企業価値ひいては株主のみなさまの共同の利益を毀損するおそれをもたらすものも想定されます。

　当社は、このような当社の企業価値や株主のみなさまの共同の利益に資さない大量買付けを行う者が、当社の財務お

よび事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付けに対しては、必要かつ相当

な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主のみなさまの共同の利益を確保する必要があると考えて

おります。

　

　　(4）研究開発活動

　　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、213百万円であります。

　　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成21年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,781,394 23,781,394

東京証券取引所

市場第一部

大阪証券取引所

市場第一部

１単元の株式数：100株

計 23,781,394 23,781,394 － －

　（注）　提出日現在の発行数には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

新株予約権

第３回新株予約権

株主総会決議日（平成17年６月24日）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数 4,290個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 429,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,266円（注）２

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日～

平成22年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　1,266円

資本組入額　　　633円

新株予約権の行使の条件

対象者は、権利行使時において、当社または当社子法人等の

役員もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、当

社または当社子法人等の役員を任期満了により退任した場

合、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りで

ない。

対象者は、一度の手続きにおいて割当を受けた新株予約権

の全部または一部を行使することができる。ただし、権利行

使は１個単位とする。

新株予約権者の相続人による当該新株予約権の行使は認め

ない。

その他権利行使に関する条件については、本総会および新

株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と対象者との

間で締結した新株予約権割当契約に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
－

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる

場合、または当社が会社の分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行うことができるものと

する。
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（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。　

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高

　（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

 資本準備金

 残高

（百万円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日
－ 23,781,394 － 6,895 － 7,136

　

（５）【大株主の状況】

　　当第１四半期会計期間において、当社としては株主名簿の記載内容が確認できないため、実質所有状況の確認

ができません。

なお、当第１四半期会計期間において、大量保有報告書および変更報告書の提出はございません。
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（６）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をして

おります。　

　　　　①【発行済株式】

　 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式  49,700
－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）
普通株式   

23,709,500
237,095 同上

単元未満株式 普通株式 22,194 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 23,781,394 － －

総株主の議決権 － 237,095 －

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式46株が含まれております。

　

　②【自己株式等】

　 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

エスペック株式会社

大阪市北区天神橋３丁目

５番６号
49,700 － 49,700 0.20

計 － 49,700 － 49,700 0.20

　（注）当第１四半期会計期間末日現在の「自己株式数」は、49,900株であります。

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 555 615 756

最低（円） 446 520 557

　（注）　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　　　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）および当第１四半期連結

累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、

当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）および当第１四半期連結累計期間（平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによ

る四半期レビューを受けております。

　なお、有限責任監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって監査法人トーマツか

ら名称変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,566 5,838

受取手形及び売掛金 10,421 12,603

有価証券 1,600 1,500

商品及び製品 328 279

仕掛品 1,971 1,915

原材料及び貯蔵品 1,123 1,090

その他 1,882 2,195

貸倒引当金 △25 △28

流動資産合計 22,868 25,395

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,739 3,774

土地 4,437 4,429

その他（純額） 835 798

有形固定資産合計 ※1
 9,011

※1
 9,003

無形固定資産 613 681

投資その他の資産 ※2
 3,845

※2
 3,639

固定資産合計 13,471 13,324

資産合計 36,340 38,719

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,040 4,480

短期借入金 383 550

未払法人税等 37 76

賞与引当金 395 262

役員賞与引当金 － 3

製品保証引当金 142 194

その他 1,456 1,977

流動負債合計 5,455 7,545

固定負債

長期借入金 221 207

退職給付引当金 78 80

役員退職慰労引当金 46 59

負ののれん 49 58

その他 1,549 1,556

固定負債合計 1,945 1,961

負債合計 7,401 9,506
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 6,895 6,895

資本剰余金 7,172 7,172

利益剰余金 16,056 16,694

自己株式 △53 △53

株主資本合計 30,072 30,710

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 169 △15

繰延ヘッジ損益 △8 －

土地再評価差額金 △824 △824

為替換算調整勘定 △640 △820

評価・換算差額等合計 △1,303 △1,660

少数株主持分 169 162

純資産合計 28,938 29,212

負債純資産合計 36,340 38,719
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 7,885 4,279

売上原価 5,642 3,275

売上総利益 2,243 1,003

販売費及び一般管理費

給料及び手当 641 521

賞与引当金繰入額 101 43

製品保証引当金繰入額 41 18

役員賞与引当金繰入額 6 －

その他 1,776 1,230

販売費及び一般管理費合計 2,568 1,812

営業損失（△） △324 △809

営業外収益

受取利息 10 11

受取配当金 37 36

負ののれん償却額 8 8

持分法による投資利益 45 0

為替差益 99 －

その他 23 29

営業外収益合計 223 85

営業外費用

支払利息 6 6

為替差損 － 29

その他 8 3

営業外費用合計 14 40

経常損失（△） △116 △764

特別利益

貸倒引当金戻入額 5 1

その他 0 0

特別利益合計 5 1

特別損失

固定資産除却損 35 0

貸倒引当金繰入額 － 1

その他 － 0

特別損失合計 35 2

税金等調整前四半期純損失（△） △145 △764

法人税、住民税及び事業税 ※1
 114

※1
 △239

少数株主利益又は少数株主損失（△） 4 △4

四半期純損失（△） △264 △519
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △145 △764

減価償却費 277 220

賞与引当金の増減額（△は減少） 304 132

売上債権の増減額（△は増加） 1,989 2,263

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,130 △91

仕入債務の増減額（△は減少） △116 △1,492

その他 △137 △673

小計 1,040 △404

利息及び配当金の受取額 155 149

利息の支払額 △6 △8

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △367 △178

営業活動によるキャッシュ・フロー 821 △442

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △472 －

定期預金の払戻による収入 － 155

信託受益権の取得による支出 － △247

信託受益権の償還による収入 － 494

有形及び無形固定資産の取得による支出 △117 △119

有形及び無形固定資産の売却による収入 294 0

その他 △0 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー △295 281

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 222 300

短期借入金の返済による支出 △322 △473

長期借入金の返済による支出 △8 △3

配当金の支払額 △284 △119

その他 16 △20

財務活動によるキャッシュ・フロー △376 △315

現金及び現金同等物に係る換算差額 △116 54

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 32 △422

現金及び現金同等物の期首残高 6,930 7,533

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,962 7,110
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

前連結会計年度より変更ありません。

　

　

２．持分法の適用に関する事

項の変更

前連結会計年度より変更ありません。

　

　

３．会計処理基準に関する事

項の変更

前連結会計年度より変更ありません。

　

　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

 
該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

税金費用の計算 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に

見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用して

おります。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠

く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

     8,980百万円　

※１　有形固定資産の減価償却累計額

8,828百万円

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産　                  100百万円　

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　　　投資その他の資産　　　　　　　　　　192百万円

　３　保証債務

設備無償貸与契約保証義務

愛斯佩克測試科技（上海）有限公司 8百万円

　３　保証債務

設備無償貸与契約保証義務

愛斯佩克測試科技（上海）有限公司 8百万円

　４　輸出手形割引高 90百万円

　　　受取手形裏書譲渡高 22百万円

　４　輸出手形割引高 7百万円

　　　受取手形裏書譲渡高 13百万円

　５　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行２行とコミットメントライン契約を締結

しております。

当第１四半期連結会計期間末におけるコミットメ

ントラインに係る借入未実行残高等は次のとおり

であります。

コミットメントラインの総額 3,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 3,000百万円

　５　　　　　　　　――――――

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１　当第１四半期連結累計期間における税金費用につい

ては、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

により計算しているため、法人税等調整額は、「法人

税、住民税及び事業税」に含めて表示しております。

　　

　２　当社グループにおいては、契約上の納期が第２および

第４四半期連結会計期間に集中する傾向が強いた

め、四半期別の売上高をベースとする当社グループ

の業績には、著しい季節的変動があります。

※１　　　　　　　　　　同左

 

 

 

 

　２　　　　　　　　　　同左

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,005百万円

有価証券勘定 2,100百万円

預入期間が３ヶ月を超える 　

　定期預金 △1,043百万円

　その他預金 △100百万円

現金及び現金同等物四半期末残高 6,962百万円

現金及び預金勘定 5,566百万円

有価証券勘定 1,600百万円

預入期間が３ヶ月を超える 　

　定期預金 　△58百万円

流動資産「その他」に含まれる 　

　信託受益権等 　2百万円

現金及び現金同等物四半期末残高 7,110百万円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　23,781,394株
　
２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　49,986株
　
３．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株）
当第１四半期
連結会計期間
末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

増加 減少
当第１四半
期連結会計
期間末

提出会社 平成17年新株予約権 普通株式 429,000 － － 429,000 －

合計 429,000 － － 429,000 －

　　（注）１　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

　２　全ての新株予約権につきましては、会社法の施行日前に付与されたものであるため、残高はありません。
　
４．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資　

平成21年６月24日

定時株主総会
普通株式 118 5 平成21年３月31日 平成21年６月25日 利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　
環境試験事業
（百万円）

電子デバイ
ス装置事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 5,897 1,804 184 7,885 － 7,885

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
8 0 3 12 (12) －

計 5,905 1,804 187 7,898 (12) 7,885

営業利益又は

営業損失（△）
△207 △125 10 △322 △1 △324

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　
環境試験事業
（百万円）

電子デバイ
ス装置事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 3,472 530 276 4,279 － 4,279

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
6 7 2 15 (15) －

計 3,478 537 278 4,294 (15) 4,279

営業利益又は

営業損失（△）
△621 △208 19 △810 0 △809

　（注）１　事業区分は、製品及び市場の特性による社内管理区分によりセグメンテーションしております。

２　各事業区分の主要な内容は次のとおりであります。

(1）環境試験事業・・・・・・・環境試験機器・環境試験装置の製造及び販売、並びにメンテナンス・設

置・移設・周辺工事、託験サービス

(2）電子デバイス装置事業・・・FPD装置の製造・販売、半導体装置の製造・販売

(3）その他事業・・・・・・・・環境保全事業

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

４　会計処理の方法の変更　

前第１四半期連結累計期間

当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年7月5

日）が適用されたことに伴い、仕掛品は主として個別法による、その他のたな卸資産は主として総平均法に

よる原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しておりま

す。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、環境試験事業の営業損失は21百万円、電子デバイス装置事

業の営業損失は59百万円増加しております。 

海外のエージェント取引における販売手数料について、従来売上高の控除としておりましたが、新たに主要

な販売先と販売代理契約の締結を完了した結果、新たな契約によりエージェントに対する手数料が販売促進

（販売費及び一般管理費）としての傾向がより強くなったことに加え、販売システムおよび貿易管理システ

ムの構築が完了し、当第１四半期連結会計期間中に海外取引の管理方法の見直しを実施した結果、当第１四

半期連結会計期間より当該販売手数料を販売費及び一般管理費に含めることといたしました。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、環境試験事業の売上高が68百万円、電子デバイス事業

の売上高が61百万円、それぞれ増加しております。なお、営業利益又は営業損失に与える影響はありません。

当第１四半期連結累計期間

該当事項はありません。
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

米国
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 6,693 528 664 7,885 － 7,885

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
269 128 16 414 (414) －

計 6,963 656 680 8,300 (414) 7,885

営業利益又は

営業損失（△）
△364 19 38 △306 △18 △324

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

米国
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 3,155 332 790 4,279 － 4,279

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
110 39 8 157 (157) －

計 3,266 371 799 4,436 (157) 4,279

営業利益又は

営業損失（△）
△852 △34 82 △804 △5 △809

　（注）１　国または地域の区分は地理的近接度によっております。

２　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

３　会計処理の方法の変更　

前第１四半期連結累計期間

当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年7月5

日）が適用されたことに伴い、仕掛品は主として個別法による、その他のたな卸資産は主として総平均法に

よる原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しておりま

す。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、第１四半期連結累計期間の営業損失は、日本が80百万円増

加しております。 

海外のエージェント取引における販売手数料について、従来売上高の控除としておりましたが、新たに主要

な販売先と販売代理契約の締結を完了した結果、新たな契約によりエージェントに対する手数料が販売促進

（販売費及び一般管理費）としての傾向がより強くなったことに加え、販売システムおよび貿易管理システ

ムの構築が完了し、当第１四半期連結会計期間中に海外取引の管理方法の見直しを実施した結果、当第１四

半期連結会計期間より当該販売手数料を販売費及び一般管理費に含めることといたしました。この変更に伴

い、売上高は日本において129百万円増加しております。なお、営業利益又は営業損失に与える影響はありま

せん。

当第１四半期連結累計期間

該当事項はありません。
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 2,482 879 3,362

Ⅱ　連結売上高（百万円）   7,885

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
31.5 11.1 42.6

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 837 800 1,638

Ⅱ　連結売上高（百万円）   4,279

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
19.6 18.7 38.3

　（注）１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

２　国または地域の区分は地理的近接度によっており、各区分に属する主要な国は次のとおりであります。

(1）アジア…………中国、台湾、韓国、シンガポール、マレーシア、フィリピン、タイ、インドネシア、ベトナム

(2）その他の地域…米国、ドイツ

３　会計処理の方法の変更　

前第１四半期連結累計期間

海外のエージェント取引における販売手数料について、従来売上高の控除としておりましたが、新たに主要

な販売先と販売代理契約の締結を完了した結果、新たな契約によりエージェントに対する手数料が販売促進

（販売費及び一般管理費）としての傾向がより強くなったことに加え、販売システムおよび貿易管理システ

ムの構築が完了し、当第１四半期連結会計期間中に海外取引の管理方法の見直しを実施した結果、当第１四

半期連結会計期間より当該販売手数料を販売費及び一般管理費に含めることといたしました。この変更に伴

い、海外売上高はアジアにおいて129百万円増加しております。

当第１四半期連結累計期間

該当事項はありません。
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（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

　その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動が認められるものはありません。

　

　

　

（デリバティブ取引関係）

　当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　デリバティブ取引はすべてヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。

　

　

　

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

１．ストック・オプションに係る当第１四半期連結累計期間における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。
　
２．当第１四半期連結累計期間に付与したストック・オプションの内容

　　　　　　該当事項はありません。
　

３．当第１四半期連結累計期間におけるストック・オプションの条件変更

　　　　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,212.27円 １株当たり純資産額 1,224.12円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △11.16円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額

であるため、記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額(△) △21.89円

　同左

　　　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純損失（△）（百万円） △264 △519

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △264 △519

普通株式に係る期中平均株式数（千株） 23,712 23,731

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　前連結会計年度の末日に比べ

て著しい変動が認められるもの

は、ありません。

同左

（重要な後発事象）

　当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　該当事項はありません。

　

　

　

（リース取引関係）

　当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

リース取引開始日が当四半期連結累計期間前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、取引残高について前連結会計年度末からの著しい変動はあ

りません。

　

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月４日

エスペック株式会社

  取締役会　御中   

監査法人トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　紳太郎　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 和田　朝喜　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエスペック株式会社

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20

年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エスペック株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月５日

エスペック株式会社

  取締役会　御中   

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　紳太郎　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和田　朝喜　　  印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエスペック株式会社

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エスペック株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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